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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第１四半期
連結累計期間

第25期
第１四半期
連結累計期間

第24期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 4,881,898 5,424,869 20,552,867

経常利益 (千円) 280,135 138,559 1,884,295

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 197,094 81,013 1,195,416

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 199,075 72,603 1,130,234

純資産額 (千円) 5,639,261 6,282,401 6,570,420

総資産額 (千円) 17,859,712 21,974,069 21,519,046

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.36 0.97 14.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.6 28.6 30.5

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による財政・金融政策等を背景に雇用環境が改善

するなど緩やかな回復基調にあるものの、新興国経済の減速懸念や英国のＥＵ離脱問題などによる株式相場や為替

相場の不安定な動きを背景に、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような環境のもと、子育て支援事業における保育所のニーズは依然として高水準であり、当社グループで

は、運営する施設を以下の通り新たに開設いたしました。

（保育所）

アスク芝公園保育園 （平成28年４月１日）

アスク池袋本町保育園 （平成28年４月１日）

アスク上新田保育園 （平成28年４月１日）

アスク東比恵保育園 （平成28年４月１日）

アスクみはらしの丘保育園 （平成28年４月１日）

アスク御殿浜保育園 （平成28年４月１日）

アスク志段味保育園 （平成28年４月１日）

アスク名東藤が丘保育園 （平成28年４月１日）

アスク山田かぎとり保育園 （平成28年４月１日）

（学童クラブ）

竹町こどもクラブ （平成28年４月１日）

千石第一育成室 （平成28年４月１日）

千石第二育成室 （平成28年４月１日）

茗台育成室 （平成28年４月１日）

尾張旭市渋川児童クラブ （平成28年４月１日）

尾張旭市瑞鳳児童クラブ （平成28年４月１日）

（児童館）

千石児童館 （平成28年４月１日）

尾張旭市渋川児童館 （平成28年４月１日）

尾張旭市瑞鳳児童館 （平成28年４月１日）

その結果、保育所の数は165園、学童クラブは61施設、児童館は12施設となり、子育て支援施設の合計は238施設

となりました。

以上より、当第１四半期連結累計期間における連結売上高は5,424百万円（前年同期比11.1％増）となり、営業

利益は99百万円（同60.0％減）、経常利益は138百万円（同50.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は81

百万円（同58.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は21,974百万円（前期末比455百万円増）となりました。

流動資産は7,637百万円(同683百万円増)となりましたが、これは、主に現金及び預金が1,253百万円、繰延税金

資産が120百万円増加した一方で、未収入金が442百万円、その他流動資産が177百万円、たな卸資産が74百万円減

少したこと等によるものであります。

固定資産は14,336百万円（同228百万円減）となっております。これは、主に建物及び構築物が936百万円、工

具、器具及び備品が59百万円増加した一方で、建設仮勘定が1,223百万円減少したこと等によるものであります。

また、負債合計は15,691百万円（同743百万円増）となりました。

流動負債は6,371百万円（同421百万円増）となりましたが、これは、主に未払金が377百万円及びその他流動負

債が512百万円増加した一方で、賞与引当金が237百万円、未払法人税等が207百万円減少したこと等によるもので

あります。

固定負債は9,319百万円（同321百万円増）となっておりますが、これは、主に長期借入金が277百万円、資産除

去債務が28百万円、退職給付に係る負債が15百万円増加したことが要因であります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は6,282百万円（同288百万円減）となっております。これは、主に配

当の支払により利益剰余金が減少したためであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(5) 従業員数

① 連結会社の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社グループは業容の拡大に伴い、子育て支援事業において246名

増加しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。

② 提出会社の状況

当第１四半期累計期間において、当社における従業員数は１名増加しております。

なお、従業員数は就業人員数であります。

(6) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間に株式会社日本保育サービスの保育所の開園により、主要な設備が次の通り変動して

おります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容 開園年月

㈱ＪＰホールデ
ィングス

保育所１園
（山形県）

子育て支援事業
保育所事業用

建物
平成28年４月

保育所１園
（滋賀県）

子育て支援事業
保育所事業用

建物
平成28年４月

保育所１園
（大阪府）

子育て支援事業
保育所事業用

建物
平成28年４月

㈱日本保育サー
ビス

保育所１園
（宮城県）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所１園
（山形県）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所２園
（東京都）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所２園
（愛知県）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所１園
（滋賀県）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所１園
（大阪府）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

保育所１園
（福岡県）

子育て支援事業
保 育 所
内装設備等

平成28年４月

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設の計画について、当第１四半期連結累計期間に著し

い変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,000,000

計 295,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,849,400 87,849,400
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 87,849,400 87,849,400 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月30日 ― 87,849,400 ― 1,603,955 ― 1,127,798
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 1,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 87,840,000 878,400 ―

単元未満株式 普通株式 7,700 ― ―

発行済株式総数 87,849,400 ― ―

総株主の議決権 ― 878,400 ―
　

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権150個）

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己名義所有株式が６株含まれております。

３．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」制度の信託財産

として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有している当社株式4,392,400株が含まれてお

ります。

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ＪＰ
ホールディングス

愛知県名古屋市東区葵３
丁目１５－３１号

1,700 ― 1,700 0.00

計 ― 1,700 ― 1,700 0.00

（注）「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が保有する当社株式4,392,400株は、上記自己株式等には含めておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,777,936 5,031,900

受取手形及び売掛金 41,839 45,804

有価証券 21,027 20,408

たな卸資産 98,453 24,251

繰延税金資産 442,078 562,435

未収入金 1,770,729 1,328,027

その他 802,493 625,290

貸倒引当金 △549 △621

流動資産合計 6,954,010 7,637,496

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 8,404,192 ※1 9,427,600

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,448,271 △2,535,097

建物及び構築物（純額） 5,955,921 6,892,502

機械装置及び運搬具 9,148 9,148

減価償却累計額 △4,130 △4,367

機械装置及び運搬具（純額） 5,017 4,780

工具、器具及び備品 ※1 484,281 556,539

減価償却累計額及び減損損失累計額 △284,812 △297,536

工具、器具及び備品（純額） 199,469 259,003

土地 980,894 980,894

建設仮勘定 1,759,076 535,856

有形固定資産合計 8,900,378 8,673,037

無形固定資産

その他 12,135 11,831

無形固定資産合計 12,135 11,831

投資その他の資産

投資有価証券 313,534 302,109

長期貸付金 2,881,772 2,879,492

差入保証金 1,628,547 1,626,197

繰延税金資産 164,472 173,531

その他 679,407 685,552

貸倒引当金 △15,213 △15,180

投資その他の資産合計 5,652,521 5,651,703

固定資産合計 14,565,035 14,336,572

資産合計 21,519,046 21,974,069
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 191,107 158,113

1年内返済予定の長期借入金 2,935,368 2,987,028

未払金 691,961 1,069,888

未払法人税等 364,677 157,224

未払消費税等 67,491 45,426

賞与引当金 334,000 96,275

資産除去債務 23,892 4,392

その他 1,341,386 1,853,438

流動負債合計 5,949,884 6,371,787

固定負債

長期借入金 8,457,330 8,734,803

繰延税金負債 2,240 2,388

退職給付に係る負債 377,714 393,018

長期未払金 4,950 4,950

資産除去債務 156,505 184,720

固定負債合計 8,998,740 9,319,880

負債合計 14,948,625 15,691,668

純資産の部

株主資本

資本金 1,603,955 1,603,955

資本剰余金 1,449,544 1,449,544

利益剰余金 4,798,586 4,440,355

自己株式 △1,208,168 △1,129,545

株主資本合計 6,643,918 6,364,308

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △52,792 △63,574

退職給付に係る調整累計額 △24,742 △22,355

その他の包括利益累計額合計 △77,534 △85,930

非支配株主持分 4,036 4,022

純資産合計 6,570,420 6,282,401

負債純資産合計 21,519,046 21,974,069
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 4,881,898 5,424,869

売上原価 4,205,075 4,685,085

売上総利益 676,823 739,784

販売費及び一般管理費 427,978 640,357

営業利益 248,845 99,427

営業外収益

受取利息 11,771 15,988

補助金収入 23,812 16,980

受取保証料 - 16,402

その他 5,939 4,664

営業外収益合計 41,524 54,034

営業外費用

支払利息 10,233 12,416

その他 0 2,486

営業外費用合計 10,234 14,903

経常利益 280,135 138,559

特別損失

固定資産除却損 - 310

特別損失合計 - 310

税金等調整前四半期純利益 280,135 138,248

法人税、住民税及び事業税 235,273 183,044

法人税等調整額 △152,218 △125,794

法人税等合計 83,054 57,249

四半期純利益 197,080 80,998

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △13 △14

親会社株主に帰属する四半期純利益 197,094 81,013

決算短信（宝印刷） 2016年08月10日 14時04分 11ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



― 12 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 197,080 80,998

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 926 △10,781

退職給付に係る調整額 1,068 2,386

その他の包括利益合計 1,995 △8,395

四半期包括利益 199,075 72,603

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 199,089 72,617

非支配株主に係る四半期包括利益 △13 △14
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。

（株式給付信託（従業員持株会処分型）に関する取引）

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、「株

式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(1) 取引の概要

本制度は、「ジェイ・ピー従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を

対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。

本制度では、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社を受託者とする株式給付信託（従業員持株

会処分型）契約（以下、「本信託契約」といいます。）を締結しております。本信託契約に基づいて設定され

る信託を「本信託」といいます。また、みずほ信託銀行株式会社は資産管理サービス信託銀行株式会社との

間で、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」といいます。）を再信託受託者

として有価証券等の信託財産の管理を再信託する契約を締結しております。

今後、持株会が取得する見込みの当社株式を、信託Ｅ口があらかじめ一括して取得し、持株会の株式取得

に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託Ｅ口が持株会への売却を通じて本信託の信

託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会

加入者に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証を行っているため、

信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基

づき当社が当該残債を弁済することとなります。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末1,207,910千円、

4,392,400株、当第１四半期連結会計期間末1,129,287千円、4,106,500株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度末：1,207,910千円

当第１四半期連結会計期間末：1,207,910千円
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１．固定資産圧縮記帳

国庫補助金等受入により取得価格から直接減額した価額の内訳

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

建物及び構築物 538,126千円 350,875千円

工具、器具及び備品 544〃 　 ―

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 150,861千円 　163,985千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 333,821 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 439,238 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

（注）平成28年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)

が保有する自社の株式に対する配当金21,962千円が含まれております。

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

当社グループは「子育て支援事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社グループは「子育て支援事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ２円36銭 ０円97銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 197,094 81,013

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

197,094 81,013

普通株式の期中平均株式数(株) 83,455,294 83,611,769

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　 １株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第１四半期連結累計期

間4,235,925株であります。
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2016年08月10日 14時04分 17ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



― 18 ―

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月12日

株式会社ＪＰホールディングス

取締役会 御中

監査法人東海会計社

代表社員
業務執行社員

公認会計士 塚 本 憲 司 印

代表社員
業務執行社員

公認会計士 小 島 浩 司 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＰホ

ールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月

１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＰホールディングス及び連結子会社の平成28年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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